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えば、組織 目的ない し組織 目標 を環境変化に対応 させて、その設定 された組織 目的ない し組織 目標を達
成す ることである。こ うした組織有効性の概念は、大別す ると目標モデルとシステム ・モデルの2っ に
分け られ る。 この2つ の概念の うち 目標モデルにおいては、組織有効性は組織 目標の達成度によって測








織の管理のためのコン トロール ・システム と位置づけることができ、企業業績の改善や経営革新を支援
する役割 を担 っていると考えられるからである。それは、企業の業績すなわち事業活動のプロセスや結
果 を測定 ・評価 し、当該企業が将来進むべき方向や、あるべき姿を明 らかにすることを支援す るシステ
ムであると考えられ るため、組織有効性の測定 ・評価に十分に貢献するものでなければならないのであ
る。






本研究の目的は、経営組織論 と管理会計論 との学際的な、 しかも、これまであま り検討され ることが
なかった当該研究テーマについて問題提起の観点から基礎的な研究を行 うことである。
五 組織有効性の測定尺度と評価基準
組織 有効性 の測定尺度 は、従来、経 営学の領域 では、生産 高、売上高、利 益率 な どとい った組織活 動
の成果 を中心 と して取 り上げ られ ていた。また 、行 動科学 の研 究領 域で は、組 織成員 の満足度、モ ラー
ル な どの心理 的状態 、あ るい は、その結果 としての欠勤率 、離職率 な どとい った指標 を中心 として取 り
上げ られてきた 。
こ うした研 究成果 をふ まえて、 リッカー ト(R.Likert)は組織特性 の測定尺度 と して8つ の要因 をあ
げてい る。す なわ ち、Φ リーダー シ ップ、② 動機 づけ、③ コ ミュニ ケーシ ョン、④相互作用 一影 響、⑤
意思 決定、⑥ 目標 設定 ・命令 、⑦ コン トロール、⑧業績 目標 と トレごニ ング、である 〔21:pp.254-267〕。
これ らの尺度 を整理すれ ば、組 織有効性 の基準 と して、①組織 の安定 ・維持 に関す る尺度 、② 組織成
員の業績 に関す る尺度、③環境 への適応 に関す る尺度 、の3つ にま とめるこ とができる 〔3:pp.42-45〕。
一 方、組織有効 性の 評価 基準 に関 して は何人 かの論者が、 当該基 準 を明 らかに して いる。 馬場 昌雄 の
研究 に よれ ば、例 えば ジ ョ・一ジポ ラス(B.S.Ge・rg・p・u1・s)=タンネ ンバ ウム(A.S.Tannenbaum)は、
組 織 の生産性 、経 営資源 の確 保、柔軟性 な どをあげてい る。 また、 シェイ ン(E.H、Schein)は、組織 の
存続 ・成長性 、 自己維持能力 、順応性 な どをあげ てい る。 さらに、キ ャブ ロー(Th.Capl・w)は、組織 の
業績 、組織の統合 ・自発性 、安定性な どをあげている。 さ らにまた 、ベニ ス(W.G.Bennis)は、適 応性 、
一 体化、 現実 の認知能 力な どをあげてい る。 これ らの組織 有効性の評価 基準で は、ベ ニス の例示 を除 け
ば、①組 織の生産性 、②組織 の業績 、③組織 の存続 ・成長 性、が共通 した基準 と して理解す る ことが で
き る 〔3:p.40-42〕。
他方、 キャンベル(J.P.Ca叩bell)は、組織有効性 の評価基準 と して以下 のよ うな30の 基準を列挙 し
てい る 〔6:p.36〕。
① 組織全 体の有効性 ⑯ 計画設定 ・目標設 定
② 生 産性 ⑰ 目標整合性
③ 効率性 ⑱ 組 織 目標 の内在化
④ 利 益 ⑲ 役割 と規則 の一 致
⑤ 品質 ⑳ 人事管理 スキル
⑥ 業務停止 の発生 率 ⑳ 業務管理 スキル
⑦ 成 長率 ⑳ 情 報の管理 とコ ミュニケー シ ョン
⑧ 欠勤率 ⑳ 意思決 定の迅速性
⑨ 離 職 率 ⑳ 環境 の利 用
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日 一"△ ・ 一 空 月 ぼ
⑩ 仕事 の満 足
⑪ 動機 づ け
⑫ モ ラール
⑬ コン トロール(マネジ メント・コントロール)








これ らの基準は、組織の さまざまな側面の有効性について網羅的に示 したものであるといえる。 これ
らの基準の中には、いくつかの矛盾 したものが含まれているとい う指摘もあるが 〔30:pp.50-5i〕、それ







組 織 有効性評価 のた めの組織 の業績評価 にっいては、 さま ざまなアプ ローチや 方法が あるが、総合的
ない し包括 的な アプローチ としては、「360度評価」 とい う方法 がある。 この方 法は、評価 の対象 とな る
組織成 員が 日常接触す るす べて の人 々か らの評 価 をフィー ドバ ックす るとい うもので ある。 その場合 の
評価項 目の数 は企 業によって異な り、通 常、5～10程 度の評価項 目を設 定 し評価す る 〔31:p,343〕。最近
の アメ リカ企業 の調査 では、フ2-一チュン誌1,000社中約90%の企 業が360度評価 を導入 してい る。360
度評 価の業績評価 手法 を広 義に解 釈すれ ば、後述す るバ ランス ト・スコアカー ド(BalancedScorecard:
以 下、BSCと 略称す る)も この360度評価 の1形 態であ るといえ る。
組 織の業績評 価 に関す る最近 の傾向では、過去に実施 した活 動を評価す る業績測定 尺度(performance
measures)と、将 来実施 す る活動を指示す る業績 評価指標(performanceindicators)とを区別 し、ま
た、財務 的測定 尺度 と非財務的 測定尺度の両面か ら総 合的 に業績評価 を行 うとい う考え方 が一般 的であ
る。
ところで、 そ うした組 織 の業績評価基準 にっい ては、 リエ ンジニア リング の立場 か らは図表 一1の ク
ウ2・ンタム ・パ フォー マンスの評価マ トリックスが参考 になる。 図表 一1の マ トリックス では、組 織、
プ ロセス、お よび人の価 値 とサー ビスの視点か ら 「コス ト」、 「品質j、「時間」の3つ の測 定尺度 でそれ
ぞれ 評価す る こ とを示 してい る。 とりわ け組織 の業績評価基準 にっいては、図表 一2で3つ の測 定尺度

















































出所:ス テ ィー ブンM.フ ォロニック、 アL-一サー ー ア ンダーセ ン&カ ンパ ニー 著、
アー サーアンダーセン ・オペ レーシ ョナル ・コンサルテ ィング ・グルー プ訳




内 容 定 義 例
コ ス ト 財 務 的 外部の規定に基づく財務 ●lRS(米 国歳入庁)
情報 ●SEC(証 券取引委員会)






戦 略 的 長期的意思決定をサポー ●内作 ・外作分析
トする財務分析 ●製造原価分析
●目標原価分析
品 質 感 受 性 個々の関心 ●顧客満足度
●従業員満足度
生 産 性 組織効率性 ●従業員1人 当たり売上高
●一定時間当た り生産高
●イ ンプ ッ トに対す るア ウ トプ
ッ トの比率
信 頼 性 安定 した信頼できる業績 ●返品
●顧客 ク レーム
確 実 性 利害関係者の組織に対す ●イ メー ジ調査
る思い入れ ●広報評価点
適 任 性 実行能力 ●外部資格制度
●顧客照会
時 間 速 さ アウ トプ ッ トの提供の速 ●受注処理サイクル時間
さ ●新製品開発時間
柔 軟 性 要求の変化に応える能力 ●組織レベルの数と管理の範囲
応 答 力 迅速なサー ビスを提供す ●顧客の要求に応 えるまでの時
る能力と意欲 間
●電話の相手にた どりつ く時間
適 応 力 変化に対する柔軟性と積 ●組織的な変化への準備度
極性 ●導入される提案件数
出所:ス ティーブ ンM.フ ォ ロニ ック、アーサーアンダーセン&カ ンパニ 一ー著 、




一方 、 ク リス トフ ァー(W.F.Christopher)=トーア(C.G.Thor)によれ ば、業績改 善 のた めの評価 基
準 と して次の15の 基 準 をあげ ている 〔8:pp.1-87〕。
つ ま り① ビジ ョン、② 成果 、③顧客価 値 、④ 目標 、⑤ 業績の測定 尺度 、⑥ エ ンパ ワー メ ン ト、⑦ チー
ム ワー ク、⑧継 続 的改 善、⑨革 新性 、⑩ 優越性 、⑪ 学習 と知識 、⑫ システ ム、⑬認 識 と表彰 、⑭経 験の
伝 達 、⑮ 変化 へ の対応 、で ある。
これ らの基 準 は、組織 の全 体 に関わ るきわ めて包括的 な尺度 であ るといえ る。 各基準 にっい て詳述す
るこ とは割愛 す るが 、現在 では製 品やサ ー ビス の質のみ な らず 経営 の質す なわ ち経 営品質 が重 要視 され
てい るこ とは、 わが国 で も 日本 経営 品質 賞があ るこ とか ら明 らかで ある。 上記の15の 評価基 準は 日本経
営 品質 賞 のアセ ス メン ト基準 とは異な るが、優れ た業績 を達成 す るた めには不可 欠な検討 事項 で ある と
考 え られ る。
この よ うに、 実際 に優 れ た業績 を達成 す るた め には、結果のみ を評 価す るシス テム ではな く、PDC
Aサ イ クル が組 み込 まれ た業 務 のプ ロセ スの測 定 を重 視 した業績 管理 システ ムを構 築す るこ とが必要 で
ある。 優れ た業績 管理 システム の条件 は、筆者 に よれ ば、管理会 計を 中核 と した組 織 の コア ・コン トロ
ー-ntル・システ ムで あ る。 それは 、後述す るBSCの 要素 を取 り入れ た システ ムで あ り、一方 、経 営管理
者 の意思 決定 支援 の側 面 か らは ナ レッジ ・ペ イス トの意思決定 支援 シス テ ムを組 み込ん だ統 合的 な戦略
的マ ネ ジメン ト ・システ ムであ る とい うこ とがで きる 〔25:p.2〕。
さて、 上述 の よ うに、組 織の 業績評 価 を効果 的 かつ効率的 に行 うた めの管理会 計 システム は、 どの よ
うなシステ ムで あるべ きなのか を次に検討す る。
IV管 理会計システムの有効性評価
1情 報 システ ム と しての管理 会計 システ ムの有効性













管理会計システムが情報 システムである以上は、管理会計システムによって作成 ・提供 される管理会
計情報の質が問題 となるのは当然のことである。オブライエン(J.A.0'Brien)は情報の一般的な質的基



















オブライエンによるこれ らの15個の}青報の質的基準は、必ず しも管理会計情報の質的基準 として示 さ
れた ものではない。 しか しながら、経営管理者に対 して有用性の高い管理会計情報を提供すべきである
と考 えるならば 管理会計システムか ら提供され 硝 報は・これ らのほとんどの基準を満た してい るこ
とが必要であると思われる。
(2)管 理 会計情報 システム の質的基 準.
一方 、 ケ リー(J.1t.Carey)は、情 報 システ ム と りわ け経営 情報 システムの質的 評価基準 として次の よ





















2管 理会計 システム の有効性 と経 営品 質
管理会計システムの有効性 を評価するためには、 さらに企業が どの程度優れた業績を上げているかど
うかを総合的に評価する基準すなわち経営品質を検討する必要がある。 とい うのは、前述 したように業
績管理支援機能をもっ管理会計システムが有効に機能 していなけれ ば、優れた業績を達成することは困
難であると考えられるか らである。
経営品質については、わが国でもアメリカのマル コム ・ボル ドリッジ国家品質賞によるセル フ ・アセ
スメン トの考え方を模範 として、日本経営品質賞委員会によって1996年度か ら 「日本経営品質賞]の表
彰制度が実施 されている。これまでの6年 間で82の組織が応募申請 し、llの組織が受賞 している(各年
度で1～30)組織)〔26〕。なお、次章で 日本企業のBSCの 導入事例 として取 り上げる株式会社 リコー





目指す方 向 パ ブォーマ ンス ・エ クセ レンスの追求
基本理念 ①顧 客本位、②独 自能 力、③ 社員重視 、④ 社会 との調 和
基 本的 な考 え方一 一① クオ リテ ィ、② リー ダー シ ップ、③ プ ロセ ス、④ 「知」 の創 造 と活用 、⑤
時間 とス ピー ド、⑥ パー トナーシ ップ、⑦ 社会 的責任 と環境保 全、⑧ 事実 に
基づ く経営、⑨ グ ローバ リゼー シ ョン、⑩ フェアネ ス、⑪ イ ノベー シ ョ'ン
(4)のフ レー ム ワー クは図表 一3に 示す とお りで ある。 また、アセ ス メン ト基準の評 点の配分は図表 一
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4の よ うにな って いる。図表 一4の 中で、特 に配 点が 高い項 目は、 「経 営幹部 の役 割 と リー ダー シ ップ」、
「プ ロセ スの結果 」、「財務 の結果 」、 「顧 客満足 の結果 」な どであ る。 この4つ の項 目をみれ ば、 日本経
営 品質賞 で何が重視 され てい るか が よくわか る。
図表 一32002年度版 日本経 営品質賞 アセス メン ト基準の フ レーム ワー ク
組織 プ ロフ ィール





















図表 一42002年度版 日本経営品質賞 アセ スメ ン ト基準
〈アセ ス メン ト基準 一覧〉
組織 プ ロフィール
1.リ ー ダー シップ と意 思決定 120
1.1経 営幹 部の役 割 と リーダ 一ー・シップ
1.2意思決 定 と合意 の仕組 み













3.1顧 客 ・市場 の理 解
3.2顧 客 との信頼 関係
3.3顧 客満足 の明確化








4.1戦 略 の策 定 と形成
4.2戦 略 の展 開



















6.1基 幹プ ロセ ス
6.2支 援プ ロセ ス と新 事業 プ ロセ ス
6.3ビ ジネ スパー トナー との協力 関係








7.1経 営情報 の把 握 と分析
7.2競 合 比較 とベ ンチマー キ ング











8,1リ ー ダー シ ップ と社 会的責任の結果















して評価 しなければならないかは、'上記 の日本経営品質賞のアセスメン ト基準を1つ のモデル として参
考にすることができる。
こ うした日本経営品質賞のアセスメン ト基準のよ うな組織の総合的業績評価基準とは異なるが、 とり
わけ人事管理、人的資源管理ない し人的資源開発などの研究分野の立場から業績管理 システムの評価を
図示 した ものが図表一5で ある。図表一5は 、みればわかるように、組織の人的資源の業績管理システ
ムの全体像を明 らかに したものである。'組織の業績管理は、い うまでもなく経営資源 に沿って考えれば、
他に物的な設備の管理、資金の管理、情報資源の管理 とい うように経営資源の全般に関わるさまざまな
管理が必要である。 しかし、特に組織す なわち人の業績は、企業にとってはきわめて重要であるといわ
なければならない。 とい うのは、企業の業績、つまり財務的 ・非財務的業績の結果は、組織すなわち人
が生み出す情報や織 ・換言すれば企業のマネジメ汁 の方法や仕綱 などのどれをとってみても・そ
の源 にあるのは人つま り組織なので ある。最近、特に成果や業績に連動 した賃金制度が多くの企業で導
ド ぐ
入 され て い るの は、組織 成 員のモチ ベご シ ョンを高 め る と同時 に、イ ンセ ンテ ィブ ・システ ム と して の
報酬 シ ステ ムの管理 、 あるい は優 れた 人材 の育成 な どが 重要視 され て い るか らで あ る 〔1〕〔4〕〔le〕
〔15〕〔19〕。 それ は 一方で は 、業績o?改善や人件費 の削減 、 あるいは、業 務のア ウ トソー シ ングな どの
問題 とも密接 な関係 があ るのであ る。1, .三,、
以 上 、管理会 計 システ ムの 有効性 について経営 品質や 人事管 理な どとの接 点で若 干 の考 察 を行 って き
た。 しか しなが ら、管理会 計 システ ムの有効性 は、実 際に企 業で どの よう な方法 でそ の有効 性 が評価 さ
れ てい るか 、換 言す れ ば業 績 管理に役 立 ってし・るか を検証 しな けれ ば十分 に立証 され た とはい えない。
そ こで 次 章で は、1社 の事例研 究で は あるが、:日本企 業のBSCの 導入 事例 に よって その検証 を行 うこ
とにす る。 管理会 計 システ ムの有効性 評価 の事例 と して 日本 企業のBSCの 導入 事例 を取 り上 げ る理 由
は、次 の とお りであ る。
す なわち周 知の よ うに、BSCは キャブ ラン(R.S.Kaplan)=ノー トン(D、P.Norton)によって1992
年に提ll昌され て以来IO年 が経 過 し、欧米諸 国ではす でに多 くの営利 ・葬 営利 企業 で導入 され 、数多 くの
事例 が紹介 され てい る 〔5〕〔16〕〔17〕〔27〕。 また;BSCの パ ッケー ジ ・ソフ ト、ウエ ア もすで に商品
化 されて お り、BSCが あ る程 度普及 じて きて い るとみ るこ とがで きる。 その よ うな状況の 中で管理会
計論の研究分野では・Bscは 今Hで は 「戦略的マネ ジメン ト嘩 め磯 績管理シ培 ム・ として雌
づけ られてい るのである。それ ゆえに、管理会計システムの有効性 を評価するためには、 とりわけその
業績管理支援機能の側面を検討するためには、BSCの 考察が不可欠なのである。また、 日本企業のB


































































V日 本企業のバランス ト・スコアカー ドの導入事例 による検証
上述の よ うに、 管理 会計 システ ムが有効 であるか否か を判断す るためには、現 実の企 業の事 例 によっ
て検証す る必要 があ る。本 章では 事例 と して、リコー のケース を取 り上げる ことにす る 〔18:pp.281-296〕。
事例の考 察 を行 う前 に、 リコーの 会社の概要 につ いてみ てお くこ とに しよ う(業 績 に関 して は、 日本
経済新 聞2002年6月28日 付 「決 算公 告特集jに よる)。 リコー は、複写機 、プ リンター な どを 中心 にオ
フ ィス機 器の研究 開発 か ら生産販売 、お よびそのサー ビスまで一 貫 した事業で全 世界市場へ展 開 してい
る。 グル ープ企 業の社員 は全 世界で約7万 人 、2001年度末の連結子会社 は331社、持 分法適 用会社は73
社であ る。2002年3月期の 日本企業 の連結 経営指標 ランキ ングでは、売 上高が1兆6、723億円で46位、
営業利 益が1、296億円で20位 、ROEが10.3%で56位 とな ってお り、 ここ数 年来、好 業績 を維持 して
い る。
図表 一6は 、 リコー の例 では ない けれ ども、BSCの1例 と して4つ の視点 とその重要成功 要因お よ
び成 果指数(成 果指 標)が 示 され てい る。 このケース では、見 直 しの結 果 を示す方 法 と して 色分 けを し
て、目標 値 を上回 る と緑 色、だい たい 目標値 と同 じで あれ ば黄 色、目標値 を下回れ ば赤 色 とい うよ うに 、
その結 果がは っき りとわか るよ うにな っている とされてい る 〔18:pp.297-298〕。
図 表一6バ ランス ト ・ス コア カー ドの例
視 点 重要成功要因 成果指数 2002 2003 2004
























出所:高 橋義郎稿.「経営品質向上を支援するバランス ・スコアカー ドの活用」(企業研究会 『企業価値創造の
ための新しいシステムー 経営構造改革と事業評価 ・管理 システムの実際』企業研究会、2002年、298頁。)
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さて 、 リコー では、 図表 一7の よ うな 「戦略 的 目標管理制度 」を1999年か ら導入 してい る。 それ に合
わせて 、本 社の組 織 でBSCを1999年 度 か ら導入 してい る。図表 一7か ら明 らか な ように、リコーでは、
「事業構 造 を変 革す るための経営 システ ム」 の構築 を 目指 して、BSCの 導入以前 に1994年か ら1998
年 にか けてマル コム ・ボル ドリッジ国家 品質 賞(MB賞)、 そ して 日本経営 品質賞(JQA)へ の徹底 し
た取 り組 みが行 われ た ことが わか る。 現 に上述 のご とく、1999年度 に 「目木経 営品質賞」 を受 賞 してい
る。
リコー にお けるBSCの 特徴 は、図表 一8の 中で5つ の視点 と書かれ てい るよ うに、基本 的 なBSC
の4っ の視 点に加 えて、5っ 目の視点す なわ ち 「環 境保全の 視点 」が位置づ け られ てい ることで あ る。
周知 の よ うに、企 業で は最 近、ISO14001の環境マネ ジメ ン ト・システムの国際認証 取得 が さか んに
行 われ て い る。 それ は企業 に とって重 要な問題 であるか らで ある。 「環境保全の視 点」は、 日本 経営品質
賞で も基 本的 な考 え方 の1っ にな ってい る。 リコー では、そ うした 「環 境保全 の視点」 を付 け加 えるこ
とに よっ て、結 局 は、財 務的成 果 につ なが るこ とにな るか らであ る とされ ている 〔18:p.286〕。 例 えば、
環境改 善 のた めに省 資源 、 リサイ クル 、省 エネル ギー を推進 す るこ とに よって操 業度が 上が り、 また部
品点数 も削減 した結果 、 コス トも下が って経 営が改善す るとい うわ けである 〔18:p.286〕。
なお 、詳述す る こ とは割愛す るが、図表 一9で は 目標 管理プ ロセ スが、また、図表 一10で は部 門別B
SCの 概 要 が明 らか に されて いる。
図表一7(株)リ コ 一ーにおける戦略的目標管理制度の導入経緯
1994 1997 1997 1999











































(1997) (1998) ζ (1999)
審査基準とのギャップ 全社経営指標の答申 全社経営指標の答申 z
(例) (1) (2) L 「戦略的 目標管理制度」
評価尺度、指標が 「専門家」の意見 マネジメン トすべき を として提案、実施
不十分 の取 り入れ指示 「85項目+α 」の設 定 !
出所:中 村高稿 「戦略的目標管理制度の導入について一 バランス ト・スコアカー ドを活用 した目標管理 ・業績評価」




図表 一ー一8(株)リ コー にお ける戦略 か ら指標へ の展開









5つ の 視 点
1
中期 戦略 を5つ の

























・戦略 目標達成 の鍵 とな る要素 を見つ け、そ こに手 を打 ち、
マネ ジメン トす る(仮 説 、検 証のサ イ クル→学習す る組織)
・意欲的 な 目標(ス トレ ッチ ト ・ゴール)を 設 定す る
出所:中 村 高稿 、前掲論文、286頁。
図表 一9(株)リ コーに おける 目標 管理 プロセ ス
戦略的 目標管理制度は評価だけでなく、方針、戦略から業績評価、成果のフィー ドバックまで
→マネジメン トの仕組みの中核をなす。











































出所:中 村高稿 、前掲論文 、288頁。
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図表 一10.(株)リ コー におけ る部 門別BSC
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の よ うに、戦略的マネジメン トを支援する業績管理 システムの有効性評価の問題 として展開されている
のである。本稿では、管理会計システムの有効性評価については、そ うしたBSCの[1本企業における
1社の導 入事例に関す る若干の考察を行 った。 リコーのケースでは、全社的な 「戦略的 目標管理制度」
の導入によって、BSCを 中核 とした管理会計システムが再構築され、その役割が明確になったといえ
る。そ して、BSCを 中核 とした管理会計システムが、明 らかに業績の改善や経営革新の支援に十分に
貢献 しているとみることができるのである。また、 リコーの場合には、特に経営品質の改善にかな りカ
を入れて取 り組んだことがわかる。
わが国の企業では、BSCの 導入事例は、まだそれほど多くなく、当面は今後の展開に期待すること







(注)』本稿 において 、・H本経営 品質賞 に関す る図表 一3,4は日本経営品質賞委員会 ア ドミニス トレーシ ョ
ンか ら転 載許可 を得てい る。また、(株)リ コーの事例 に関す る図表 一6,7,8,9,10は(社)企業研究
会 か ら転載許 可 を得て いる。.
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